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都市高速道路は循環機能を担う重要な社会インフラであるが，都心部への交通集中等により十分に機

能を果たしていないケースも多く，その効率的な利用が必要である．本研究では，交通流シミュレータ

「Heroine」に改良を加え，料金施策による高速道路本線と一般道路の交通状況変化を評価可能とした．

シミュレータ結果より，料金を限界費用課金の概念を用いて設定し課金を実施したところ，旅行時間や

平均走行速度が改善され，高速道路のより効率的な利用につながることが確認できた．さらに，一般道

路から高速道路本線への利用変更が可能な機能を「Heroine」に追加し，減額と混雑課金を組み合わせた

料金施策の実施による効果を検証したところ，料金収入の確保と一般道の交通状況改善を同時に実現し

うる料金施策があることが確認できた． 
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１．はじめに 

都市高速道路は循環機能を担う重要な社会インフラで

あるが，交通集中等により十分に機能を果たしていない

ケースも多く，その効率的な利用が必要であるといわれ

ている．本研究で取り扱う阪神高速道路では，これまで，

入路閉鎖・ブース制限方式による流入規制や交通情報提

供等で本線上の円滑性を確保してきた．しかし，交通情

報提供による渋滞緩和は，阪神高速道路のような複数経

路がほとんどないネットワークにおいてはその効果が限

定的である．さらに，ETCが導入されたことで，ブース

制限方式での流入制御が困難となるなど，流入交通量制

御による交通管制手法は岐路に立っているといえる． 

2008年以降通勤時間帯の一般街路の混雑緩和，深夜時

間帯の一般街路の交通騒音低減などさまざまな目的によ

り，国土交通省が主導して多様な高速道路料金割引が導

入されてきた．その際の料金割引施策前後での交通状況

変化から料金割引が交通流に影響を及ぼすことが確認さ

れている．また，国土交通省の「新たな高速道路料金に

関する基本方針」1)では，取り組むべき施策のひとつとし

て「各ルート料金に差を設け交通転換を促し，都心通過

交通を抑制する」と記述してあり，「近畿圏の新たな高速

道路料金に関する具体方針（案）」2)では料金の 3原則の

ひとつに「交通流動の最適化のための戦略的な料金体系」

をあげている．このように，交通管制の手法として料金

コントロール施策は注目されているといえる ．また，交

通状況は時々刻々と変化するため，交通状況に応じた適

切な課金設定により柔軟に交通をコントロールすること

で最適な道路利用が実現されると考える．もし柔軟な料

金設定により最適な交通状況を示すことができれば，そ

れを用いて次善の施策を議論できる．以上のような背景

を元に，本研究では交通状況に応じた適切な料金設定に

より柔軟的に都市高速道路を交通マネジメントする可能

性について，検討することを目的とする． 

 既往研究としては，井ノ口ら 3）の研究では，需要変動

型確率的利用者均衡配分モデルを用いて，対距離料金設

定による交通流動変化を分析し，利用台数，料金収入，

平均利用距離，総走行時間，乗継交通量に対する車種別

料金を提案した．その結果，対距離料金制では，上限額

を抑えることが都市道路網全体の効率的運用につながる

等の成果が得られた．一方，路線別料金設定など多様な

料金ケースに関する検討が必要等の課題が残る．浅原ら
4）は，料金設定実行時の社会的便益評価を近代的に推計

する方法について議論し，多様な料金形態の考慮と具体

的な設定形式の導出を可能とした．今後の検討課題とし

ては，具体的な数値設定の手順と対応したモデル表現等

があげられる．羅ら 5）は時間帯別料金設定による交通需

要分散効果を考慮した都市高速道路車種別通行料金決定

モデルを構築し，総走行時間，総料金収入を目的関数と

する 2つの最適化問題により，料金について考察をおこ

なった．その結果，総走行時間最小化を目的関数とした

際に得られる時間帯別料金を適用すると，高速道路料金
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が安く設定されることで総料金収入は減少するが，一般

道路の利用者減少が確認された．これに料金収入制約を

課すことで，料金収入を確保しつつ一般道路の混雑緩和

に寄与し得る料金パターンを確認した．今後，コストパ

ラメータの推定や，実ネットワークにおける施策評価が

求められる．高木ら 6）は，設定された課金領域への流入

時にその都度課金が生じるコードン型方式と対象領域内

で全ての走行に対して 1日単位で課金が生じるエリア型

方式の 2つの課金方法で課金領域の最適化を図った．そ

の結果，最適化領域が都心中心部から偏った領域となっ

たため，領域を円形にした場合で再分析をおこない，社

会余剰の上昇率が 100％を下回ったことから，領域最適

化の重要性が示唆された．しかし，ヒューリスティック

な解法に基づいた一都市の事例であること，静的交通量

配分を用いている等の課題も残る．これらの既往研究の

整理より，高速道路料金の検討に関する研究分野では，

それぞれの料金設定方法や目的に応じた効果検証はなさ

れているものの，より幅広い料金設定の考慮，実ネット

ワークによる実際の交通状況に適した料金設定方法の検

討が必要であることがわかった．そのため，本研究では

交通流シミュレーションモデルを用い，実ネットワーク

において交通状況に応じた柔軟な料金設定の可能性につ

いて検証する． 

 本論文の構成は以下の通りである．1.では本研究の背

景を述べた．続いて 2.では本研究で取り扱う交通流シミ

ュレータモデル「Heroine」と新たに追加したモデルにつ

いて説明する．3.では限界費用課金の概念を用いた混雑

課金実施による影響を評価し，混雑課金，減額を組み合

わせた料金施策による評価を交通状況変化の把握を通し

ておこなう．4.では，時々刻々変化する交通状況に応じて

課金する動的課金について論じる．最後に 5.において本

研究の成果をとりまとめ，今後の課題を示す． 

 

２．改良版 Heroineの概要 

2.1 高速道路利用需要予測モデル 

井戸ら 7）は，ETCデータを用いた高速転換率式を構築

し，構築されたモデルにより料金変更による交通需要変

化を表現したうえで，ネットワーク有効活用のための高

速料金デザインモデルを構築した．ここではまず，高速

転換率式について説明する．離散選択モデルの代表的な

ものとしてLogitモデルが挙げられる．しかし，Logitモ

デルで得られる選択確率は単純に経路コストの絶対差に

よって決定されるため，同じ絶対経路コスト差で経路を

区別できないという問題点が存在する．この問題を緩和

できるアプローチとして確率的効用内の誤差項がワイブ

ル分布によって表現されるWeibitモデルが挙げられるが，

Weibit モデルで得られる選択確率は単純に経路コストの

相対差によって決定されるため，同じ相対経路コスト差

で経路を区別できないという問題点が存在する．そこで

先行研究ではXu8）らが提案した Logit-Weibitモデルの絶

対・相対的コスト差を考慮したハイブリッド経路選択モ

デルを使用し，料金改定前後における高速転換率式を構

築した．（1，2式）モデルの検証では，仮想・実ネットワ

ークの双方においてユーザークラスタごとにパラメータ

推定を実施し，概ね良好な精度を示した． 

𝑃𝑤𝑏 =
𝑥𝑤𝑏
𝑥𝑤0

 

=
exp(𝜃𝑉𝑤𝑏)(−𝑉𝑤𝑏)

−𝛾

exp(𝜃𝑉𝑤𝑏)(−𝑉𝑤𝑏)−𝛾 + exp(𝜃𝑉𝑤𝑠)(−𝑉𝑤𝑠)−𝛾
 

(1) 

𝑃𝑤𝑎 =
𝑥𝑤𝑎
𝑥𝑤0

 

=
exp(𝜃𝑉𝑤𝑎)(−𝑉𝑤𝑎)

−𝛾

exp(𝜃𝑉𝑤𝑎)(−𝑉𝑤𝑎)−𝛾 + exp(𝜃𝑉𝑤𝑠)(−𝑉𝑤𝑠)−𝛾
 

(2) 

ただし 𝑃𝑤𝑏: 料金改定前の 1時間ごとのランプ間OD

ペアwの高速道路選択確率 

𝑃𝑤𝑎: 料金改定後の 1時間ごとのランプ間OD

ペアwの高速道路選択確率 

𝑥𝑤𝑏: 料金改定前の 1時間ごとのランプ間OD

ペアwの交通量 

𝑥𝑤𝑎: 料金改定後の 1時間ごとのランプ間OD

ペアwの交通量 

𝑥𝑤0: 1時間ごとのランプ間ODペアwの潜在最

大交通量 

𝑉𝑤𝑏: 料金改定前の 1時間ごとのランプ間OD

ペアwの高速道路効用 

𝑉𝑤𝑎: 料金改定後の 1時間ごとのランプ間ODペ

アwの高速道路効用 

𝑉𝑤𝑠: 1時間ごとのランプ間ODペアwの一般道

路効用 

𝜃: 分散パラメータ 

𝛾: 形状パラメータ 

 

2.2 交通流シミュレータHeroine 

本研究では，先行研究の課題である「一般道路を含め

た施策評価」，「交通量変化に伴う交通状況変化の考慮」

を可能とする交通流シミュレータ「Heroine（Hanshin 

Expressway Real-time Observation-based & Integrated 

Network Evaluator）」を用いる．「Heroine」とは，リアルタ

イムに収集される交通管制データを入力データとして取

り入れ，道路ネットワーク上の交通状態を予測及び評価

し，事故・落下物による日々の渋滞に対する入路閉鎖等

の交通管制業務の支援，新たな道路を整備した場合の評

価，補修工事における交通影響検討や予測情報提供等多
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くの目的のために構築されたシミュレーションモデル 9)

である．対象道路網は阪神高速道路と競合・補完する一

般道路であり，一般道路については経路選択等で取り扱

う一般道路のみを考慮しており，図-1 の通り，大阪市，

北大阪，東大阪，南河内，泉北，泉南，阪神間臨海，阪

神間内陸，神戸市の9エリアに分割されている．「Heroine」

の最大の特徴は，ランプ入口で一般道路への迂回を含め

た経路選択が可能なこと，施策を実施したことによる阪

神高速道路の交通状況変化だけでなく一般道路の交通状

況変化も表現可能な点である．「Heroine」のモデル構造

（図-2）について説明する．まず，交通状況データより，

初期状態として初期ブロック状態，初期車両状態を生成

する．次に道路ネットワークデータを用い，ダイクスト

ラ法10）に基づく最短経路探索とその組合せにより各経路

群候補を生成する．さらに，初期設定と，流入交通量に

よりフロー予測を行うが，この時，高速道路上は「ブロ

ック密度法」，一般道路上は「インプットアウトプット法」

に基づいて車両を進行させる．ここで生成されたフロー

をもとに入路閉鎖等の流入制御等の規制を行うことも可

能である．高速道路本線の交通密度－速度関係式はDrake

式が用いられている（図-3参照）．また，経路選択につい

ては，入路での経路選択は，「入口経路選択モデル」に基

づき計算された経路選択確率により，そのままの入口か

ら阪神高速道路を利用する「予定入路」，ひとつ先の入口

を利用する「代替入路迂回」，一般道を利用する「非利用

迂回」の各経路より 1つを選択する．乗継経路選択につ

いては，「乗継経路選択モデル」に基づき計算された経路

選択確率により「非乗継経路」「乗継を含む経路」より 1

つの経路を選択する．入力データは，リンクテーブル（距

離，路線No，車線数），料金所テーブル（料金所No，ブ

ース数，最大待ち行列,料金所名），時間帯車種別流入需要

データ，天候情報，障害・規制情報，出力データは阪神

高速道路の路線情報（流入台数，渋滞量，総走行台キロ，

総旅行時間，平均走行速度），区間情報（区間名称，区間

交通量，平均走行速度）障害情報（程度，発生時刻，解

消時間），入路制御情報(入口番号，制御開始時間・終了時

間，開口ブース数)，ETCランプ間情報（料金，距離，経

路リンク），一般道路の旅行時間，速度，走行台キロ等が

用意されている．さらに，渋滞図表示システムというア

プリケーションを用いることで，シミュレーション結果

の交通状況をネットワーク図上に簡易的に表現すること

も可能であり，視覚的に交通状況の変化を確認すること

ができる． 

 

2.3 Heroineの改良 

本研究では「Heroine」に新たにふたつのモデルを導入

した．（図-4）一つ目は，交通状況などに応じ，ターミナ

ルチャージ，距離チャージを設定可能な「料金デザイン

 

図-1 対象ネットワーク図 

 

 

図-2 Heroineのモデル構造 

 

図-3 K-V図（Drake式） 

 

図-4 改良版Heroineの概要 

一般道平均走行速度
●～20（km/h）
●20～30（km/h）
●30～（km/h）

神戸市

阪神間内陸

阪神間臨海

北大阪

東大阪大阪市

泉南

南河内

泉北

 

初期設定

フロー予測経路選択 流入制御

道路ネットワーク
など

シミュレーション
結果

流入交通量現時点交通状況

経路候補生成
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モデル」である．二つ目は，先行研究の課題の一つであ

る交通量変化を考慮するために，「料金デザインモデル」

で決定される料金と，所要時間などにより高速道路／一

般道路の交通需要を推定する「時間帯別ランプ間OD 交

通需要推定モデル」である．この二つのモデルの導入に

より，様々な料金体系による交通状況変化を検証するこ

とが可能となる．なお，従来のHeroineでは，阪神高速道

路本線から，一般道へ降りるケースは表現可能であった

ものの，一般道から阪神高速道路への移動を表現できて

いなかった．そのため，にさらに一般道からの吸い上げ

機能を追加することで，減額時の本線，一般道の交通状

況についても考慮可能とした．以上の改良を加えたもの

を「改良版Heroine」 と呼ぶこととする， 

 

３．混雑課金による交通状況変化 

3.1 限界費用課金を用いた課金額の設定方法 

 混雑課金について，理論的には利用者の負担が社会的

限界費用と等しくなるように料金設定をおこなえば良い．

社会的限界費用とは，1 台の交通量増加による社会的総

費用の増加分を指し，ガソリン，時間費用，タイヤの磨

耗等の利用者自らが負担する費用と，舗装の損傷，大気

汚染，騒音等の環境悪化，混雑の増加等の外部費用を考

慮したものとなる．外部費用とは発生者が費用を負担せ

ずに第三者へ負担させるときの費用のことであり，この

外部費用を道路料金として徴収すれば，利用者の負担が

社会的限界費用と等しくなり，最適な交通量が達成でき

る．これを外部費用の内部化という 11）．本研究ではまず

外部費用の中でも，最も損失額の大きい混雑の増加分を

課金の指標として用いることとする． 

 混雑課金額𝑐𝑐の算出方法について，以下の(6)式から，

(9)式を使用する．「Heroine」で設定されているK-V式は

3章で説明したように，Drake式で設定されている（式(6)

参照）.この，Drake式で設定されている走行速度式𝑣と区

間距離𝑙を用いて区間全体の旅行時間を示したものが式

(7)である．ここで，1 台車両が増加したときの路線全体

の時間増加分は，(7)式を𝑘で微分したものになる．そし

て，(8)式に時間価値𝑉𝑂𝑇を乗じることで，混雑課金額の

算出式は(9)式となる． 

𝑣 = 𝑉𝑓𝑒
−
1
2
(
𝑘
𝐾0

)2

 (6) 

𝑡 = ∫(𝑘) =
∆𝑙

𝑣
=

∆𝑙

𝑉𝑓𝑒
−
1
2
(
𝑘
𝑘0

)2
 (7) 

𝑘 = ∆𝑙
𝑑𝑡

𝑑𝑘
 (8) 

𝑐𝑐 =
𝑘2∆𝑙2

𝑘0
2𝑉𝑓𝑒

−
1
2
(
𝑘
𝑘0

)2
𝑉𝑂𝑇 (9) 

ただし， 𝑣: 走行速度 

𝑡: 走行時間 

𝑘: 密度 

𝑙: 路線距離 

𝑉𝑓: 自由速度 

𝑘0: 臨海密度 

𝑉𝑂𝑇: 時間価値 45.78(円/台・分) 12) 

ここで，(6)式の対数をとり𝑘について展開すると(10)式

になり，これを(9)式に代入すると(11)式になる．よって混

雑課金額𝑐𝑐は，速度𝑣の関数として表すことができる． 

𝑘2 = 2𝑘0
2(ln𝑉𝑠 − lnV) (10) 

𝑐𝑐 =
2(ln𝑉𝑓 − ln𝑣)∆𝑙2

𝑣
𝑉𝑂𝑇 (11) 

この混雑課金𝑐𝑐を使って，渋滞箇所，時間帯に課金処

置をおこなうこととする．図-5に，2012年の対距離料金

において「改良版Heroine」でシミュレーションを実施し

た結果を示す．このケースでは，朝夕の通勤時間帯で特

に 11 号池田線，13 号東大阪線で特に深刻な渋滞発生を

確認した．そのため，この 2路線について区間走行速度

と(11)式を用いて課金額𝑐𝑐を決定し（表-1），課金による

交通状況変化を分析する． 

 

3.2 混雑課金による交通状況の改善結果 

 混雑課金実施前後の全時間帯総旅行時間の比較を図-6

に示す．本線と一般道を合わせた総旅行時間は課金によ

り減少しており，本線は 1,028（千時）減少，一般道は 48

（千時）増加している．これより，課金によって一般道

の旅行時間は多少増加するが，本線の減少値がそれを上

回り，ネットワーク全体としての評価では交通状況が改

 

図-5 シミュレーションによる阪神高速道路渋滞図 

 

表-1 混雑課金額 

 

 

8時台 9時台 10時台
11号池田線 49.8 48.8
13号東大阪線 26 64.6 60
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善されたといえる．つぎに，図-7において平均走行速度

を示す．本線では 9時から 12時にかけて走行速度が改善

しているが，16 時から 19 時の間で若干速度が低下して

いる．つまり，午前は課金による波及効果により速度が

改善されたが，午後は反対に波及効果により速度が低下

しているといえる．一般道の速度は 10時台で少々低下し

ているが，大きな変化は見られない．図-8より，路線ご

との平均走行速度の変化率をみると，12 号守口線と 14

号松原線では走行速度が低下しているが，どちらも

60km/h前後での変化にとどまっている．午前中に関して

は池田線と東大阪線の走行速度が大幅に改善しているが，

その他の路線に目立った悪影響はないといえる．図-9を

みると，もともとの流入台数が少ない 16号大阪港線湾岸

と 2号淀川左岸線の変化率が大きくなっているが，実質

の台数的にそこまで多くはない．反対に，課金を実施し

た 11号池田線と 13号東大阪線は，変化率は少ないが，

実質台数は大きく減少していることになり，図-8で示す

速度改善につながっていると考えられる．また図-10 に

示す総旅行時間では，本線と一般道を合わせた旅行時間

の減少は時間が経つにつれて大きくなっている．これは

例えば 10時台ならば，8時台，9時台の課金による波及

効果を受けているためである．図-11 では路線ごとの総

旅行時間の比較をおこなっているが，ここでも同じこと

がいえる． 

以上より，混雑課金による本線，一般道合わせた交通

状況変化を確認した結果,100 円未満の課金でも実際に阪

神高速道路で発生している渋滞には効果があることをシ

ミュレーション上で確認することができた． 

 

図-8 課金前後の路線ごと平均走行速度変化率 

 

図-9 課金前後の路線ごと流入台数変化率 

 

図-6 課金前後の総旅行時間比較 

 

図-7 課金前後の平均走行速度比較 
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４．減額を組み合わせた施策検討 

4.1減額方法 

 ここまでは，混雑課金による交通挙動変化を検証して

きた．しかし，混雑している区間を一方的に課金する方

法は，社会的合意を得ることが困難である．また，一部

区間ではそれほど混雑していないことからも，高速道路

をより有効的に活用するためには，交通量の少ない区間

の減額についても考慮する必要がある．なお，3.1で示し

た課金額算定方法は，密度－速度曲線が単調減少関数で

ある以上マイナスの課金額，すなわち減額を考慮するこ

とはできない．そのため，ここではまずすべての区間に

おいて現状のターミナルチャージから一律の金額（10円，

20円，40円，60円）を差し引き，「改良版Heroine」でシ

ミュレーションをおこない，その時に混雑している箇所

に混雑課金を課金することで本線の利用を増やし，かつ

渋滞を抑えることが可能か検証をおこなうこととした． 

 

4.2減額＋課金による交通状況変化 

 減額による流入台数の変化を図-12に示す．減額，減額

＋課金ともに，減額の金額が大きくなるほど流入台数が

増加している．ここで，図-13より 60円減額＋課金の時

の各路線の流入台数変化率を見ると，減額によりほとん

どの路線で流入台数が 5％～10％増加しているが，11 号

池田線，13号東大阪線では流入台数が減少している．よ

って，減額＋課金により路線全体としては流入台数を増

加させ，混雑区間のみ流入台数を抑えることができたと

いえる．次に，旅行時間の変化を見ると，図-14 より 20

円減額までは，減額＋課金により総旅行時間は base時よ

りも少なくなっている．図-12の結果とあわせて，流入台

数は増加しつつ総旅行時間が減少しているため，比較的

短距離の交通の利用が増加したと考えられる．また，旅

行時間が増加しているケースも増加流入台数と比較する

と，1台当たりの所要時間は課金前後ともに 18分前後と

悪影響はほとんど存在していない．さらに，一般道の旅

行時間を見ると減額により，全ての施策において同様に

改善されていることがわかる．一般道の交通状況変化に

ついては図-15，図-16より，減額をしたことで泉北や大

阪市の平均走行速度が改善したことがわかる．減額＋課

金の場合でも，東大阪線や，北大阪市以外のエリアの路

線はほとんどが改善傾向である．さらに，表-2より施策

ごとの料金収入を見ると 10 円減額＋課金では base 時と

比べて料金収入が増加しており，その後は減額が大きく

なるほど収入が少なくなっているが，60円減額でも料金

収入は 2％程度しか減少しておらず，減額をおこなった

場合でも一定の収入を確保できることが確認できた．以

上より，減額と課金を組み合わせることで，料金収入を

確保しつつ，本線，一般道を合わせた交通状況改善の可

能性を示すことができた。 

 

図-10 課金前後の時間帯別総旅行時間比較 

 

図-11 池田線，東大阪線路線別総旅行時間比較 

 

図-12 減額による流入台数の変化 

 
図-13 減額による路線別流入台数の変化率 

 

図-14 施策前後の総旅行時間比較 
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５．動的課金 

5.1課金方法 

 4章の検討は，一度Heroineを実行した上で混雑区間を

同定し，その区間を利用するOD ペアに課金する形で利

用料金を再設定し Heroine を再実行しその結果を考察し

ている．これは，例えば一般的な混雑状況を元に課金額

を設定するような状況といえる．一方で，交通流シミュ

レーション上では時々刻々変化する交通状況に応じて課

金をすることも可能である．本章においては，これを「動

的課金」と称してその効果を検証する．阪神高速道路で

は，交通状況を「停滞」（15km/h未満），「渋滞」（15km/h

以上 40km/h未満），「混合」（40km/h以上 60km/h未満），

「自由流」（60km/h 以上）の 4 段階に分類されており，

また区間速度は交通流シミュレーションの出力結果とし

て得られる．本研究では，課金対象を「渋滞」および「停

滞」とし，各OD ペアに対し，最短経路探索結果から得

られる阪神高速道路利用経路について「渋滞」あるいは

「停滞」と判断された距離を求め，単位課金額（円/km）

を乗じることとした．ここで，本研究で仮定している高

速道路の利用・非利用モデルは，利用者はあらかじめ利

用料金を認識した上で高速道路の利用・非利用を選択し

ているものとしている．つまり，利用者は，ODペアごと

に異なる料金が時間的に変化していることを十分認識し

ていると仮定している．これらの仮定は現実的とはいえ

ないが，このようなきめ細やかなコントロールが実現可

能な状況を表現できれば，その最善な交通状況に現実的

施策による交通状況がどの程度近づくか見ることができ，

施策の効率性を把握する際の有用な情報提供になり得る

と考えられる．そのため，理想的な条件下で動的課金が

実施できるとしたケースとして，5 分ごとに更新される

交通状況に応じて次の 5 分のための課金額を決める，5

分間更新のケースと，現実的な課金ケースとして，1 時

間ごと，毎正時の交通状況に応じて課金額を決定し，そ

れを 1時間継続するものを 1時間更新ケースとし比較す

ることとする．なお，課金額計算においては，全てのOD

ペアそれぞれに課金額を計算する必要があるため，かな

りの計算負荷となる．そのため，まずは 1時間後との更

新間隔で最適な課金単位額を考察し，その亜金額を元に

更新時間間隔の違いによる影響を分析する． 

 

5.2 1時間更新の課金による効果 

 課金額の設定にあたり，3.1で考察した混雑課金額とそ

の際の平均渋滞長を計算し，渋滞長 1kmあたりの課金額

を算出した結果，おおよそ 5～10（円/km）が混雑課金額

として算定されていた．よって，検証対象とする課金額

を表-3通りとした．また，大型車の課金額は単純に普通

車の 2倍とし，「停滞」は「渋滞」の 2倍としている． 

 まず，図-17より各ケースの総旅行時間を比較する．こ

 

図-15 baseと-60円減額の平均走行速度変化率 

 

図-16 baseと-60円＋ccの平均走行速度変化率 

表-2 施策ごと料金収入（千円） 

 

表-3 単位距離あたりの課金額の設定（円/km） 

 

 

図-17 総旅行時間比較（1時間料金変化） 

 

図-18 料金収入，流入台数比較（1時間料金変化） 
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こでのBaseとは課金なしのケースに対応する．総旅行時

間の減少は課金額を増加させる分だけ大きくなることが

わかる．図-18 の料金収入，流入台数の推移を見ると，

Case e までは，課金額を増加させることで高速道路流入

台数は減少するものの，料金収入は増加し，それ以上課

金額を上げれば料金収入は徐々に減少する結果となった． 

 

5.3 更新時間間隔による効果の比較 

 Case aの場合について，課金額の更新時間を 5分とし

た Case a5 と比較することとする．シミュレーション計

算の結果，5 分更新では 8:10 から課金が開始し 20:20 ま

でほとんど課金が発生した．一方，1時間更新では 9～20

時のうち 13，14時を除いて課金が発生した．つまり，5

分更新の方が 8時台の渋滞，停滞に対応し課金が発生し

ていたこととなる．また，5分更新の最高課金額は，109.62

（円），1時間更新の最高課金額は 128.58（円）と，時間

更新時間が短いときめ細やかな制御が可能となり，渋滞

緩和に関与でき，課金額の最大値を小さく抑えることが

できたと考えられる．次に，図-19の路線全体の総旅行時

間を見てみると，Baseと比較して 5分更新の方が，旅行

時間減少量が多いことがわかる．ここで 5分更新が最適

な交通状況とすると，1時間更新の効果は 45％程度とな

ることがわかる．図-20の走行速度では，課金による一般

道への時間的な悪影響はほとんど存在しないことがわか

る．また，本線の走行速度を見ると，5 分更新では 8 時

台から課金が発生するため，8 時台から速度改善効果が

見られる．次に，料金収入，流入台数について確認する

と，図-21よりBaseと比較して 1時間更新，5分更新と

もに流入台数が減少している．特に 5 分更新の減少は

1.23％とかなり大きいといえる．一方，料金収入はどちら

も増加しており，5 分課金の方が 1 台当たりの課金額は

少ないが全体の料金収入としては 1時間更新よりも増加

する結果となった．また，5 分更新と 1 時間更新を比較

すると，5分更新は 1時間更新の 1.5倍程度の総課金額で

はあるものの，本線流入台数は 3.14倍抑制することがで

き，その結果 2.21倍の時間短縮効果が実現できていると

いえる． 

  

６．まとめ 

 本研究では，交通流シミュレータ「Heroine」に新たに

「料金デザインモデル」と「時間帯別らランプ間OD交通

需要推定モデル」追加し，さらに高速道路本線から一般

道路への経路選択を可能に「Heroine」を改良した．これ

により，一般道を考慮した戦略的な高速道路料金の効果

検証を可能とした． また，混雑課金の概念を用いて課金

額を決定し，11号池田線，13号東大阪線に課金施策をお

こなった時の交通状況変化について分析した．シミュレ

ーション結果より，特に混雑が発生している路線につい

て，混雑箇所，時間帯に対しピンポイントで課金を実施

すると，課金対象路線の交通状況が改善され，課金をお

こなっていない路線への影響が存在することがわかった．

また，課金を実施した時間帯の交通状況の改善に加え，

その後の時間帯の交通状況にも影響を及ぼすことが確認

できた．また，減額と混雑課金を組み合わせた料金施策

についても検証した．その結果，減額により流入台数は

増加するが，部分的に混雑課金をおこなうことで，渋滞

している箇所は流入を抑え，余裕のある路線で流入を促

すことが可能となり，最終的な結果としてベース時より

効率的な交通状況となることが確認できた．さらに，課

金による交通状況変化をフィードバックさせ，シミュレ

ーション結果上で得られる交通状況に応じて課金額を設

定する，動的課金の検討をおこなった．その結果，課金

額の時間間隔によって効果が大きく変化することを確認

し，より短期間できめ細かい料金変更が効果的であるこ

とが明らかとなった． 

 最後に今後の課題としては，その他の社会的限界費用

の考慮として安全面を考慮した事故リスクや，環境面を

考慮した大気汚染物質排出量などを料金指標として導入

  

図-19 更新時間間隔と総旅行時間の関係 

 

図-20 更新時間間隔と走行速度の関係 

  

図-21 更新時間間隔と流入台数、料金の関係 
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し，視野の広い最適な交通状況を表現していく必要があ

ること，料金を動的に変化させることに対するドライバ

ーの認知と反応行動についてさらに検証する必要がある． 
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A STUDY ON TRAFFIC MANAGEMENT OF URBAN EXPRESSWAY  

BY FLEXIBLE TOLL SETTING 

 

 

Mayu MIMURA and Fumitaka KURAUCHI  

 
Urban expressway is an important social infrastructure that plays a role in circulation. However, in many cases, 

the function is not fully fulfilled due to concentration of traffic to the central part of the city. It is necessary to use 

it efficiently. In my study, improve the traffic flow simulator "Heroine" and made it possible to evaluate the traffic 

situation change of the expressway main road and general road by fee measures. Based on the simulator results, 

when we set the fee by using the concept of marginal cost accounting and charge it, we confirmed that travel time 

and average driving speed were improved, leading to more efficient use of expressways. In addition, we added a 

function that can change usage from general road to main road of expressway to "Heroine". Furthermore we 

verified the effect of implementation of fee measures combining reduction and congestion accounting. As a result, 

it was confirmed that there are fee measures that can simultaneously realize toll revenue and improve traffic 

conditions on the surface road. 
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